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Abstract
　Since 1992 the Government of Japan has formulated three Official Development Assistance Charters 
(1992, 2003, and 2015) that lay out basic principles and goals for foreign aid policy.  All were enacted 
under governments controlled by the Liberal Democratic Party.  In addition, in 2010 the Democratic 
Party of Japan, then the ruling party, formulated a revised charter which was subsequently not put into 
effect.  While individual charters have been analyzed by scholars the four have not been compared as a 
group.  This research note reports the results of comparative content analysis of the four charters.  The 
main themes and policies of the four are compared, then a keyword and key phrase comparison was 
conducted to identify changes and continuity in basic foreign aid policy.
1．はじめに
　1992年から現在にわたって、日本政府は 4回 ODA基本方針を審議して決定してきた。それを踏
まえて、本研究では、1992年から 2015年まで 4回に亘って決定・見直しされた政府開発援助（ODA）
大綱を比較する。内容分析を用いて各大綱の概要・方針・理念の変更点、継続点を考察し、なぜ変
更あるいは継続されたのか、を検討する。特に大綱中のキーワードを指標に、開発・外交・安全保
障への配慮の概念がどう変化したかに着目する。
2．先行研究
　ODA大綱は大綱別に様々な観点から分析されてきた。例えば、西垣、下村、辻［2003］では、
1992年の基本理念の簡単かつ客観的な説明があったが、古森［2002］1992年の ODA大綱につい
てODAが作られた理由の説明、法的拘束力の有無、理念と目的が明らかになった重要性を指摘した。
草野［1993］は同 ODA大綱の 4原則のうちの民主化について書かれて ODA大綱は民主化促進に
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ついて明確に書いている事が重要であると述べた。下村、辻、稲田、深川［2008］は 1992年 ODA
大綱について環境への配慮を援助の重点目標として取り組んだものであると述べた。Arase［1995］
の研究では 1992年の ODA大綱の制定、政治的背景を明らかにした。下村、中川、と斎藤［1999］
は 1992年 ODA大綱の生成、運用及び評価について計量分析を用いて ODA大綱の ODA配分政策
決定過程を考察した。同様に、Hookと Zhang［1998］が 1992年の ODA大綱とその後の ODA配
分との関係について計量分析を行った。藤林と長瀬［2005］は同大綱への批判を触れた。
　2003年の ODA大綱について、Sunaga［2004］が 2003年の同大綱の制定を分析し、草野とナナ
ウラ［2004］が同 ODA大綱の見直しの内容を説明し、渡辺と三浦［2003］が大綱の理念について
論述した。
　その中、ODA大綱に関する徹底した研究が Sunaga［2004］と下村、中川、斉藤［1999］の文献
に限定されている。しかしながら、この研究は一つだけの大綱を対象にしており大綱の比較研究は
行われていない。これに対して、Shimomura［2016］の 1992年と 2003年大綱の観点から ODA政
策の変動と安定性を分析したが、ケース・スタディーをこの 2つの大綱に限定した。
3．問題提起と研究方法
　本研究では、日本の ODA大綱を 1992年、2003年、2015年に分け、また 2010年の「開かれた
国益の増進～ ODAのあり方に関する検討」をこの 4つの大綱に加えて比較した。これらの資料は
外務省が管理する ODA大綱のポータルサイトをデータベースとして使用した。1992年、2003年、
2015年の大綱は自民党が発表したものに対し、2010年の「ODAのあり方に関する検討」は唯一民
主党で閣議決定されたものである。よって、これも比較対象とみなしたため、ODA大綱と位置付
けた。
　まず、この 4つの大綱を読み込み、その特徴をまとめた。特徴を掴むにあたって、1．閣議決定
された時期、2．策定した人物、3．大綱の決定までの過程、4．大綱が作られた背景と歴史、5．大
綱の構成・順序（テーマ分類）と主要問題、6．各大綱の基本理念と方針、7．重点地域と重要課題
となる事項の 7項目に分類して各大綱の内容を読み取った。そして、時代を追うごとに、各項目の
内容に変更があったのか、または引き継がれているのかを比較した。
　ここまでを踏まえて各大綱を対比させ、その後、各項目の内容に出てくる主なキーワード（内容
の中で重要となる言葉）を取り上げた。この言葉が、後の大綱にどう活かされているのか、あるい
は異なる言葉に変換されているのか、またはそのキーワードに関連する言葉が削除されているのか
を調査した。ここで、各大綱に共通するキーワードを「平和、NGO、持続的可能な開発、環境保
全、人権、国益、戦略、人間安全保障、アジア、ミレニアム開発目標（MDGs）、自助努力」とし、
それぞれの言葉の前後にかかる文章の意味を考慮し、後に続く ODA大綱にそのキーワードに対す
る概念または考え方が変化しているのかを追求した。さらに、キーワードの記載回数を数える事で、
各大綱別にそのキーワードの重要度を調査した。そして、和文と英文の ODA大綱を比べてみると、
日本文の方が英文よりも明らかに文字数が多かった（どの ODA大綱にも言える）。これは、英語
の端的な表現は日本語独特の言い回しに対応しづらい事実が要因であると分析した。
David M. POTTER, Potterゼミ 129
4．ODA大綱の経緯
4―1．1992 年政府開発援助大綱
　日本で初めての政府開発援助大綱は、自由民主党政権の宮沢喜一内閣の 1992年 6月閣議決定に
より策定された。政府開発援助大綱の原案は、臨時行政改革推進審議会（第三次行革審）の「世界
の中の日本部会」稲盛和夫部会長によって、1991年 12月 5日に行政改革審議会長鈴木永二に提出
され、1991年 12月 12日には政府第二次答申が宮澤内閣に提出された。その後、1992年 5月 8日、
首相の諮問機関である対外経済協力審議会の大来佐武郎部会長により、政府開発援助大綱の第二次
答申に対する意見書が宮澤内閣に提出され、同年 6月に閣議決定された。
　1992年策定の開発援助（ODA）大綱の構成は、1．基本理念、2．原則、3．重点事項、4．政府
開発援助の効果的実施のための方策、5．内外の支持を得る方法、6．実施体制等となっている。
　この大綱は「政府開発援助について、内外の理解を深める事によって幅広い支持を得るとともに、
援助を一層効果的・効率的に実施するため、政府開発援助大綱を次の通り定める」事を目的として
策定された。
　1．基本理念では、まず、国際社会の立場から開発途上国における飢餓と貧困の問題を人道的見
地から看過できないとし、世界全体の平和と繁栄は開発途上国の安定と発展が世界全体の平和に必
要不可欠という意味での国際社会の相互依存関係を認識しなければならない。さらに、環境の保全
は、先進国と開発途上国が共同で取り組むべき全人類的課題と認識している。以上の考えの下に開
発途上国への自助努力を支援する事を基本とし、健全な経済発展を実現する事を目的として政府開
発援助を実施する。その際、環境保全の達成を目指しつつ、地球的規模での持続可能な開発が進め
られるように努めるとし、特に開発途上国との友好関係がより一層増進される事が期待される。
　2．原則では、政府開発援助の実施に当たって、国際連合憲章の諸原則（特に、主権、平等及び
内政不干渉）及び、「（1）環境と開発を両立させる。（2）軍事的用途及び国際紛争助長への使用を
回避する。（3）国際平和と安定を維持・強化するとともに、開発途上国はその国内資源を自国の経
済社会開発のために適正かつ優先的に配分すべきであるとの観点から、開発途上国の軍事支出、大
量破壊兵器・ミサイルの開発・製造、武器の輸出入等の動向に十分注意を払う。（4）開発途上国に
おける民主化の促進、市場指向型経済導入の努力並びに基本的人権及び自由の保障状況に十分注意
を払う。」事を踏まえ、政府開発援助を実施するものとしている。
　3．重点事項では（1）地域と（2）項目により構成されている。（3）地域では、特にアジア地域
に重点を置き、また後発途上国（LLDC）へ配慮するとされている。また（2）項目として、「（イ）
地球的規模の問題への取り組み（ロ）基礎生活分野（BHN）等（ハ）人造り及び研究協力等技術
の向上・普及をもたらす協力（ニ）インフラストラクチャー整備（ホ）構造調整等」を掲げている。
　4．政府開発援助の効果的実施のための方策は、ODA政策運営の 15改善項目を挙げる事により
示されている。
　5．内外の理解と支持を得る方法では、（1）情報公開の促進（2）広報・開発教育の強化が、内外
の理解と国民の参加を確保するための方策として挙げられている。
　6．実施体制等は、（1）人材の養成・確保・活用（2）効果的・効率的な実施体制の確保等（3）
派遣される援助関係者の安全確保の三項目により構成されている。
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4―2．2003 年政府開発援助大綱
　2003年にも 1992年と同じ自由民主党政権が ODA大綱の見直しに取り組み、2003年 8月 29日
に閣議決定された。この ODA大綱は考え方の変化や高速に進むグローバル化に対応するため、そ
してなにより国民により ODAを理解し、参加してもらうために自由民主党の小泉純一郎内閣によ
り改定された。大綱の内容の大半は 15回開かれた渡辺利夫座長他 12名によって構成された第二次
ODA改革懇談会とそれを受けて設けられ、26回開かれた川口順子外相他 18名で構成された ODA
総合戦略会議によって決定された。過去の ODA政策立案過程と比較して例のない形で広く国民各
層から意見聴衆する姿勢が見えたのが特徴である。例として政府原案を外務省ホームページ上で公
開しパブリックコメントの募集を行い、東京、大阪、福岡の三か所で公聴会が開催された。
　スローガンは「国民とともに歩む ODA」とした。大綱は 1．理念　―目的、方針、重点、2．
援助実施の原則、3．援助政策の立案及び実施、から構成されている。1．理念　―目的、方針、
重点は（1）目的（2）基本方針（3）重点課題（4）重点地域の 4つから構成される。
　1．理念　―目的、方針、重点の（1）目的では国際社会の平和と発展に貢献とそれを通じて我
が国の安全と繁栄の確保に資する事を理念に掲げる。また日本にも友好関係の構築、交流の増進、
国際的な立場の上昇などのメリットがある事から、主要国として発展途上国とが抱える飢餓、紛争、
テロ、貧困、災害等の問題を、ODAを積極的に活用する事で、率先して解決するという考えの基、
支援を行っていく。（2）基本方針は（イ）開発途上国の自助努力支援（ロ）人間の安全保障（ハ）
公平性の確保（二）我が国の経験と知見の活用（ホ）国際社会における協調と連携の 5つである。（3）
重点課題としては（イ）貧困削減（ロ）持続的成長（ハ）地球的規模の問題への取り組み（二）平
和の構築の 4つを掲げており、（4）重点地域としては日本の繁栄と安全に大きな影響を及ぼす可能
性があるアジアの国々への援助を特に重点的に行う事が明記されている。
　2．援助実施の原則としては（1）環境と開発を両立させる（2）軍事的用途及び国際紛争助長へ
の使用を回避する（3）テロや大量破壊兵器の拡散を防止するなど国際平和と安定を維持・強化す
るとともに、開発途上国はその国内資源を自国の経済社会開発のために適正かつ優先的に配分すべ
きであるとの観点から、開発途上国の軍事支出、大量破壊兵器・ミサイルの開発・製造、武器の輸
出入などの動向に十分注意を払う（4）開発途上国における民主化の促進、市場経済導入の努力並
びに基本的人権及び自由の保障状況に十分注意を払う事の 4つがある。
　3．援助政策の立案及び実施については（1）一貫性のある援助政策の立案（2）関係府省間の連携（3）
政府と実施機関の連携（4）政策協議の強化（5）政策の決定過程・実施における現地機能の強化（6）
内外援助関係者との連携の 5つを挙げている。
4―3．2010 年 ODAのあり方に関する検討
　2010年 6月 29日に「開かれた国益の増進～ ODAのあり方に関する検討～」最終とりまとめが
1992年・2003年の ODA大綱改正に引き続いて発表された。本大綱では、民主党政権岡田克也外
相の指示の下で開始され、ODAに対する国民の共感が十分に得られていないとの認識の下、ODA
に対する国民の理解と支持を得るための見直しを行い、その事によって ODAを戦略的かつ効果的
に実施していきたいとの考えに基づき始められたものである。本大綱の基本理念は「開かれた国益
の増進―世界の人々と共に生き、平和と繁栄を作る―」として掲げ、途上国での課題を解決するだ
けでなく、戦略的に日本の国際環境を創造し、他国との関係性を高める目的とした。
　これまでの ODAでの取り組みは、東アジアの安定と成長に見られるように、開発途上国の地域
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発展に大きく貢献してきた。しかし、グローバル化などの影響により、気候変動を始めとする環境
問題や感染症、テロなどの新たな課題への対応が求められるようになり、さらに、国内での ODA
予算の減少や ODAに対する国民の共感低下などの問題が重なり、ODAの推進が困難な状況になっ
た。これらの事を踏まえて、これからの ODAでは、より戦略的・効果的な援助の実施、国民の強
力な理解と支持、開発課題に対応するための必要な資金の確保が求められる。
　本大綱では、上記の理念の下で行う開発協力として 3つの重点課題が掲げられている。まず初め
に、1．貧困削減（MDGs達成への貢献）が挙げられている。MDGsの達成に向け、開発途上国に
おける持続的成長、保健、教育の 3つに焦点を当て、貧困削減を図ると同時に人間の安全保障の実
現を図る事を目的とする。次に、2．平和への投資が挙げられている。平和の安定は紛争を予防し
再発を防ぐ事で初めて平和が維持されると考え、それらを達成するためには、治安の確保、復興・
開発に至るまでの支援（平和構築）が必要不可欠である。最後に、3．持続的な経済成長の後押し
が挙げられている。戦後日本が復興、成長してきた過程や、日本の知識・技術・制度を共有し、環
境、インフラ整備、法整備などを重点的に取り組み、開発途上国の持続的成長を後押しする。
　本大綱では特に民間企業や NGOとの連携の強化を重視した内容が他の大綱より突出して多い事
が特徴である。官民との密接な連携体制で開発協力に取り組むためには、民間企業や NGO等の関
係者とのさらなる連携が不可欠であると考えているためである。そのためには、現場の状況に根ざ
した活動をしている NGOの意見を参考にするため、NGOとの対話の強化や、NGOの資金を拡充
するための独自の財政基盤強化支援などを図る。さらには、NGOに携わる人材育成への支援など
の具体的な内容が本大綱では示されている。
4―4．2015 年開発協力大綱
　自由民主党政権の下で 2015年 2月に閣僚決議で決定された「開発協力大綱」は民主党の方針だ
けではなく、自由民主党の方針も含めて改定された。グローバル化に伴い ODAに求められる役割
が多様化し、国家安全保障戦略や日本再興戦略において ODAの積極的・戦略的活用が求められる
ようになった。また、国際社会の開発に関する議論の変化や非 ODA資金との連携強化の必要性が
増し国際平和協力における要請を受け、広く国民の意見に耳を傾けたうえで 2015年 2月 10日に
ODA大綱改定に至った。
　2015年策定の開発協力大綱の構成は、1．理念（1）開発協力の目的（2）基本方針、2．重点政策（1）
重点課題（2）地域別重点方針、3．実施となっている。
　1．理念にはまず（1）開発協力の目的が書かれている。ODAは開発に資する様々な活動の中核
として多様な資金・主体と連携する。また、様々な力を動員し、国際社会の平和と安定及び繁栄の
確保に資する様々な取組を推進するための原動力の一つとしての役割を果たす。国際社会の平和と
安定及び繁栄の確保により一層積極的に開発協力する事は国益の確保にも貢献するという考え方を
示している。次に基本方針が書かれている。（2）基本方針は、非軍事的協力による平和と繁栄への
貢献、人間の安全保障の推進、自助努力支援と日本の経験と知見を踏まえた対話・協働による自立
的発展に向けた協力の 3つである。これは日本の平和と繁栄のための貢献は原則として非軍事的で
ある事、女性をはじめとする社会的に弱い立場になり得る人々に焦点を当て、基本的人権の促進に
積極的に貢献する事、開発途上国自身の自発性と自助努力を重視するうえで、自立的発展に向けた
協力を行う、というものである。
　2．重点政策について示されている。（1）重点課題について、「質の高い成長」とそれを通じた貧
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困撲滅が挙げられている。貧困問題を持続可能な形で解決するためには開発途上国の自立的発展に
向けた人造り、インフラ整備法・制度構築、そしてこれらによる民間部門の成長等を通じた経済成
長の実現が不可欠であり、その成長は「包摂的」であり、環境との調和への配慮や経済社会の持続
的成長・地球温暖化対策の観点を含め世代を超え「持続可能」であり、「強靭性」を兼ね備えた「質
の高い成長」である必要がある。これらは日本の経験や知見、教訓及び技術を活かし、「質の高い成長」
とそれを通じた貧困撲滅を実現するための支援を行う。次に普遍的価値の共有、平和で安全な社会
の実現が挙げられている。「質の高い成長」による安定的発展を実現するためには、一人ひとりの
権利が保障され、人々が安心して経済社会活動に従事し、社会が構成かつ安定的に運営される事が
不可欠である。日本はそうした発展の前提となる基盤を強化する観点から、自由・民主主義・基本
的人権の尊重・法の支配といった普遍的価値の共有や平和で安定し、安全な社会実現のための支援
を行う。最後に、地球規模課題への取り組みを通じた持続可能で強靭な国際社会の構築が挙げられ
ている。地球規模課題は一国のみでは解決し得ない問題であり、日本はMDGs・ポスト 2015年開
発アジェンダといった国際開発目標とそれをめぐる議論を十分に踏まえ、国際社会全体として持続
可能かつ強靭な社会を構築する事を目指していく。（2）地域別重点方針については、アジア地域は
日本と緊密な関係を有し、日本の安全と繁栄により重要な地域である事を踏まえた協力を行う。特
に、東南アジア諸国連合（ASEAN）地域について、共同体構築及び ASEAN全体としての包括的
かつ持続的な発展を支援する。その他小島嶼国に対して、その必要性と特性に応じた協力を戦略的、
効果的かつ機動的に実施を行っていく。その際、地域統合の動き、国境を越える問題等への地域レ
ベルでの取り組み、広域開発の取り組み、地域横断的な連結性強化の取り組み等が重要な意義を有
するようになっている事を踏まえた協力を行っていく。
　3．実施上の原則として、効果的・効率的な開発協力推進のための原則、開発協力の適正性確保
がある。実施体制としては、政府・実施機関の実施体制整備、官僚や NGOや NPO、地域機関や
市民との連携の強化が述べられている。また、実施基盤の強化として情報公開、国民及び国際社会
の理解促進、開発教育の推進、開発協力人材・知的基盤の強化も図っている。
5．結果と考察
　以上の大綱を踏まえて、まず公式に発表されている ODA大綱の和文版と英文版それぞれの文字
数・単語数を数え、年を追うごとにその変動があるかどうかを調査した。さらにキーワードを 2種
類、すなわち開発関連キーワードと外交・安全保障関連キーワードに分けて、大綱別キーワードの
数及び時系列に沿って、各キーワードの意味の変化を分析した。開発関連キーワードを「MDGs」、
「人権」、「人間の安全保障」、「NGO」、「自助努力」、そして外交・安全保障関連キーワードを「人権」、
「戦略」、「アジア」、「平和」とした。さらに、4つの ODA大綱に出てくるキーワードのうちそのキー
ワードへの解釈が変化しているかを比較すべきものとして「平和」、「持続的な開発」、「NGOと連携」、
「環境」、「国益」に絞って追究した。結果は表 1、表 2及び表 3で示す。
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　大綱別の文字数・単語数（表1）から
　4つの大綱を比較して、和文・英文共にいくつの文字数・単語数で構成されているかを調査した。
その内和文では、2010年の文字数が最も多い事が分かった。これは他の大綱と違い 2010年は民主
党政権時代に作成されたものである事と、正式な「大綱」として発表されたものではない事が理由
に挙げられる。その他の ODA大綱を見てみると、年々文字数が増え続けている事が分かる。
　上述したように、各大綱のキーワードを開発関連と外交・安全保障関連に分類し、「MDGs」、「人
間の安全保障」、「人権」、「平和」、「NGO」、「自助努力」、「アフリカ」を開発関連とし、「アジア」、「戦
略」、「国益」を外交・安全保障関連とした。
　キーワードの単語数比較（表2）から
　MDGs
　MDGsは 2000年 9月に設定されたので、1992年の ODA大綱には関係していない。2003年の大
綱にはMDGsという単語はないものの飢餓や感染症について目的の箇所で言及されており、重点
課題の項目でも貧困削減や持続的成長を掲げている事からもMDGsを意識している事が窺える。
2010年から「MDGs」という明確な言葉で使用されている事が分かる。2010年が 9回使われてい
る事に対し、2015年では 1回に減少した。2010年の開発援助の主管が民主党政権だった事により、
この様な変化が起こったと予測される。Kimと Potter［2014］の調査の結果、日本の援助実績と
表 1：大綱別本文の文字数・単語数
年別 日本語（文字） 英語（単語）
1992年  3342 1693
2003年  6910 3646
2010年 21272 5401
2015年 15518 7180
出所：筆者により作成。
表 2：大綱別キーワード数の比較
単語 1992 2003 2010 2015
MDGs na  0  9＊  1 
人間の安全保障 na  2  8＊  4 
人権 2  4  0  8 
平和 5 11 14 42＊
NGO 1  2 59＊  9 
自助努力 2  3  0  4 
アフリカ 1  1  7  5 
アジア 6 10  4  9 
戦略 0  5 19＊  8 
国益 0  0  2  3 
出所：筆者により作成。＊は、他の年代の文字数に対して逸脱しているもの。
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MDGsは関係性が弱いと分かった。しかし、その一方で 2010年の民主党の大綱案では、数多くの
比較的高い関係性が言及された。
　人間の安全保障
　国連開発計画が人間の安全保障について 1994年『人間開発報告書』で紹介したため、1992年大
綱の単語カウントから外した。自民党政権による 2003年 2015年にはあまり数の変化が見られない
が、2010年で 8回に増えた。当時の民主党政権がこれを重要視している事が分かる。2003年の大
綱の人間安全保障に関する言葉が比較的少ない事が驚くべき事実であった。なぜなら日本政府は国
連人間の安全保障基金及び国連人間開発委員会の設置に対して積極的姿勢を持ち、また現在では人
間の安全保障を JICAに中心とした開発アプローチなどによって支援しているからである［Amakasu 
and Potter 2016］。これに対して、2010年の大綱案では人間の安全保障の記載数が多い点に注意を
払うべきである。
　人権
　2003年まで回数が増加しているが、2010年で 0回に戻り、2015年で再び 8回にまで増加した。
この結果から、民主党政権では人民・人権問題よりも他の分野に力を入れていたと見られる。2015
年で回数が増えるのは新たに自民党政権へ交代した事によって、以前からあった ODA実施原則を
復興した。2010年で民主党政権が「人権」を含まなかったのは、「人間の安全保障」を重視しており、
人間の安全保障は人権を守る事も含んでいるためである。
　平和
　全体的に回数が多く、年々増えている事から平和への関心度・重要性が増している事が分かる。
　NGO
　自民党政権の年の記載数が 10回を越さない事に対し、2010年の民主党政権時は 59回と他の年
に比べて明らかに多い。自民党は NGOとの連携が民主党政権の支持基盤である事を踏まえて距離
を取り、明言を避けているため回数が少ない。これは自民党政権期に、NGOに限らず重要視する
必要のある機関・組織があったため回数に大幅な変動がなかったと見られる。一方、民主党政権で
は地域活性化や福祉政策をする際に NGOの力を活用したいという方針があるため、NGOを重要
視していると言える。国内の党の方針が ODA政策にも反映されている。
　自助努力
　全体的に回数が少ないものの 2010年には存在しないこのキーワードが他の大綱で使われている
という事に、政権交代の色が見られる。日本のODA理念の特徴であるとされている自助努力［西垣、
辻、下村　2003］により発展したという自負があるため、他国の開発援助にもそのノウハウを活か
したいという考えが自民党の元で受け継がれている中で、国内社会福祉政策の強化を目指した民主
党政権の大綱案で記載されない点が政党における意向のあらわれである。
　アフリカ
　「アフリカ」は、1992年と 2003年の ODA大綱には重点を置く地域の一つとして 1回ずつ取り上
げられている。それに対して、2010年の ODA大綱では、「アフリカ」の登場回数は大幅に増加した。
2015年までに達成することが目標とされていたMDGsの見直しが 2005年に行われ、アフリカを
アジアに次ぐ、支援の必要性重要度の高い地域であるとされた。
　アジア
　記載回数が 0回の年がなく、全体を通してアジア地域を重要視している事が分かる。日本は ODA
を外交政策として使っているため、日本が関係性の深いアジア諸国を重要視されていた事が窺える。
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　戦略
　1992年は 0回だった事により、2003年から取り上げられたキーワードである事が分かる。2010
年が 19回で、回数が最も多い事が分かる。2015年大綱では、8回に減少しているものの現安倍政
権の目指す国造りにおける概念として戦略が定着していると言える。
　国益
　1992年及び 2003年の両大綱では、「国益」が記載されていない。しかしながら、2003年の大綱
には国益に準ずる言葉と考えられる「我が国の利益」が登場する。2010年大綱案と 2015年開発協
力大綱は政権交代の背景にも関わらず国益を明記している。
表 3：大綱別キーワードの比較
1992 2003 2010 2015
平和 平和の維持 平和の構築 平和への投資
非軍事的手段によ
る平和と繁栄への
貢献
持続可能な開発 持続可能な開発 持続的成長 持続的な経済成長
持続可能で強靭な
国際社会の構築
NGOとの連携 NGOとの連携
NGOとの連携・
国内の NGO との
連携
NGO と の 連 携・
NGO関連現場主義
の強化
NGOとの対話
市民社会との連携
環境
環境保全
環境と開発の両立
環境問題 気候変動
環境問題、気候変
動
国益
我が国自身にも
様々な形で利益を
もたらす
開かれた国益の
増進
反映した国際社会
が国益の確保に不
可欠
出所：筆者により作成。
　次に、特定なキーワードの意味の変動を測った。結果は表 3で示す。
大綱別キーワードの比較表（表3）から
　平和
　1992年の大綱には「平和の維持」という言葉を使い、世界全体の平和と繁栄という基本理念が
ある。これには 1989年まで続いた冷戦の終結が背景にあり、当時の宮川内閣が直面していた「平
和維持活動」（PKO）政策と類似している事が関係している。
　1990年代から 2000年代にかけて内戦やテロが世界中に増加してきたため、2003年の大綱では平
和構築と書かれている。冷戦期には国と国との戦争が前提であったが、内戦やテロなどの非国家組
織による安全保障の危機が増加したため、平和維持から平和構築へと文言が変わり、貧困や格差な
ど、以前よりも多様化した安全保障を脅かす原因に対処しなければならないという考えに変わって
いる。
　2010年のODA大綱案では平和への投資という言葉を使っている。平和が世界の共同利益であり、
発展のために必要である事を強調しており、開発援助はその利益追求のために必要であるという考
えの基この言葉が使われている。また、「開かれた国益の増進―世界の人々と共に生き、平和と繁
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栄をつくる」を開発協力の理念として提示している。
　2015年の大綱には「非軍事的手段による平和と繁栄への貢献」という理念がある。非軍事的と
言及したのは、2015年が初めてである。第二次安倍内閣が追求している「平和への積極的な貢献」
政策の中で、集団的自衛権の行使が閣議決定された事を受けて、自衛隊が海外で武力行使ができる
ようになったが、ODAでは武力による援助は行わないという事を示すために言及されている。
　結論として、「平和」を巡る文言が開発理念から安全保障概念に変化している動向が明確である。
　持続的な開発
　各年代別の持続可能な開発を比較していくと、1992年の大綱には持続可能な開発という言葉が
使われているが、これはまだ持続可能な支援を行える基盤ができておらず、それを開発していく必
要がある事からこの言葉が使われていると思われる。2003年では成長という言葉が使われている
が、これは持続可能な開発を行う基盤は整い、今度は経済成長により、持続的可能な成長をもたら
すためにこの言葉が使われていると思われる。2010年ではリーマンショックの影響からか持続的
な「経済成長」という言葉が追加されている。2015年では「強靭な国際社会」の構築という言葉
が使われているのが特徴である。
　NGOと連携
　1992年の大綱では、「NGOとの連携」という言葉は 1回しか書かれていないため、日本で初め
ての ODA大綱では NGOとの協力関係が弱いと考えられる。大綱を作成する過程で、民間の意見
を聞く機会はなく、外務省主導で作成されている事からも、NGOとの連携は重要視されていなかっ
た事が分かる。また、2003年の大綱では「NGOとの連携」、「国内の NGO」との連携という言葉
で表記されているが、1992年度の ODA大綱と同様にあまり重視されていないという事が読み取れ
る。しかし、2010年の ODA大綱では開発協力の中核をなすものとして位置付け、ODAと OOFや
非公的部門との連携、さらにはより広い「国際協力」という枠組みの中での ODAの役割を考えて
いく事が述べられている。そして、その中にはNGOに関する事が多く書かれている。上記のように、
1992年も 2003年も自民党政権という事で自民党は NGOと連携があまりなされていない事が考え
られる。
　2010年には民主党政権に変わる事で、2010年の ODAでは NGOという言葉が圧倒的に数多く出
てくるため、NGOとの協力事が多くなっていると考えられる。この背景に党内での NPOの存在
感が大きい要因だと考えられる。Pekkanen［2006、174］が、1990年代から自民党・民主党両党が
NPOとの連携強化を求めたが、自民党は主に NPOを「代理講演会」としての見方であって、民主
党が NPOを党の人材源泉と政策協力者としての見方である違いがあると指摘する。特に民主党が
政府を支配する 2009年から 2012までの間、NPO履歴を持つ民主党議員が存在する事が注目点で
ある。大綱案の構成はこの事実を反映している確率が高いと考えられる。だが、2015年に自民党
政権の下で「NGOとの連携」という言葉は使われず、その代わりにより幅広い「市民社会との連携」
と表記されている。この事から、2015年度の大綱では NGOとの連携の他にも、協力していく必要
のある機関が存在している事が伺える。
　環境
　1992年の大綱は開発と共に環境も保全するべきだという理念があると考えられる。また、2003
年には様々な環境問題が増加してきたため、この大綱は環境問題を解決する事が重要とされた。そ
れから、2000年以降国々の発展により地球温暖化が深刻な問題となっている。2010年の ODAに
は国際環境が変化したため、気候変動を始めとする環境問題や感染症、テロ等のいわゆる地球規模
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課題の増大となって現れた。それにともない、日本の ODAもその対象地域を東アジア中心からア
フリカや中東を含む世界全体に広げる事が必要になった他、国際社会の新たな課題への対応が求め
られるようになっている。そして、2015年の大綱は「新しい時代の開発協力」を重視し、質の高
い成長を目指した。そして、持続可能性を達成するために、環境や気候変動等の問題を重視した。
　国益
　1992年大綱では、国益という文言は記載されていない。2003年には、「ODAを積極的に活用し、
これらの問題に率先する取り組みは、日本自身にも様々な形で利益をもたらすものである」という
文があり、国益という言葉は使用されていないが国益と同じ意味を示している。
　2010年には開発協力の理念に「開かれた国益の増進―世界の人々とともに行き、平和と繁栄を
つくる―」とあるように日本の平和と豊かさは世界の平和と繁栄の中でこそ実現可能という認識を
示し、国益を確保するために世界平和と開発が必要だと主張している。この理念を基に開発協力の
三本柱を掲げている事からも、国益を重視している事が分かる。
　2015年は、国際貢献と国益の両立の観点から、ODAに期待される役割の多様性、重要性が増し
ており、平和で安定し、繁栄した国際社会の構築は日本の国益の確保に取って不可欠という立場を
示している。
　つまり、1992年の ODAでは、先進国から途上国に対する援助という立場だったため、国益を言
及していないが、2003年の、国益を追随的に捉えた立場から 2010年には開発協力の根本であり土
台となる立場に変化した。そして2015年には国益は不可欠なもので2003年や 2010年の認識に加え、
日本の成長においてさらなる繁栄を求めた立場をとっている。
6．結論
　以上、本研究では 1992年、2003年、2010年、2015年の ODA大綱を比較した。これら 4つの大
綱に内容分析を用いて各大綱の概要、方針、理念の変更点及び継続点を考察した。大綱中のキーワー
ドを指標に、開発・外交・安全保障への配慮の概念がどう変化したかに着目した。結果として、2
点が挙げられる。第一に、大綱別キーワード数では自由民主党と日本民主党との政策重点の違いが
明らかである。要するに、自民党は ODA方針における外交・安全保障の配慮が重視されるのに対
して日本民主党が相対的に開発の配慮に重点を置く。本研究の結果が Fleck and Kilby［2006］が米
国 ODA政策変更と議会での政党支配との関係についての研究と類似する事が興味深い点である。
同研究では、自由派（民主党）は議席の過半数を取っている時期には対外援助配分が開発目的を反
映し、反対に、保守派（共和党）が議席の過半数を取っている時期には援助配分は商業目的を重視
すると指摘した。同様に、自民党政権が国会を支配すると開発目標が相対的にひかえ、むしろ民間
経済を重視する「自助努力」が援助理念として揚げられる。だが、第二に、両政権にも外交・安全
保障関連と考えられる「戦略」と「国益」が確実に定着していると言える。同様に、「平和」のと
らえ方も開発理念から安全保障理念に変化している傾向がある。
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